
お手続きに必要な書類等
基準日（勘定設定期間が平成26年1月1日～平成29年12月31日の
場合は平成25年1月1日）時点の住所を証明する書類（住民票など）

必要な証明書類（発行日が申込日前6ヵ月以内のもの）基準日住所及び現住所
平成25年1月1日時点の住所と現住所が同一の場合 「住民票」（コピー不可）

平成25年1月1日時点の
住所（基準日住所）と
現住所が異なる場合

平成25年1月1日時点で海外に居住していた場合

平成25年1月1日時点の住所及びその住所に住んでいた
期間が記載された履歴付きの「住民票」（コピー不可）
平成25年1月1日時点の住所を証明する「住民票の除票」
又は「戸籍の附票」（コピー不可）
平成25年1月1日以降、国内に転入した日の国内住所を
証明する「住民票」（コピー不可）

●本資料は平成28年1月時点で公表されている情報や税法等をもとに当金庫が作成したもので、将来変更になる可能性がございます。

NISA口座開設の流れ

お客さま

税務署に確認2

確認書を交付3
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口座開設申込1

口座開設手続き4
札幌信用金庫
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っ
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投資信託ご購入にあたってのご注意事項
●投資信託は預金、保険契約ではありません。
●投資信託は預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
●当金庫が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。
●当金庫は販売会社であり、投資信託の設定・運用は委託会社が行います。
●投資信託には元本及び利回りの保証はありません。
●投資信託は、組入有価証券等の価格下落や有価証券等の発行者の信用状況の
悪化等の影響により基準価額が下落し、元本欠損が生ずることがあります。
●外貨建資産に投資する場合には、為替相場の変動等の影響により基準価額が下
落し、元本欠損が生ずることがあります。
●投資信託の運用による利益及び損失は、ご購入されたお客様に帰属します。

●投資信託のご購入時には、買付時１口あたりの基準額（買付価額）に最大3.24％の購入時手数
料（消費税込み）と約定口数を乗じて得た額をご負担いただきます。換金時には、換金時の基準
価額に最大0.50%の信託財産留保額が必要となります。また、これらの手数料とは別に、運用
管理費用（信託報酬）として投資信託の純資産総額の最大年約1.7172%（消費税込み）を信託
財産を通じてご負担いただきます。その他詳細につきましては、各ファンドの投資信託説明書
（交付目論見書）等をご覧下さい。なお、投資信託に関する手数料の合計は、お申込金額や保有
期間等によって異なりますので、表示することはできません。
●投資信託には、換金期間に制限のあるものがあります。
●投資信託のご購入のお申込みに関しては、クーリングオフ（書面による解除）の適用はありません。
●投資信託のご購入にあたっては、あらかじめ最新の投資信託説明書（交付目論見書）及び目論
見書補完書面等を必ずご覧下さい。

【購入時手数料〈ご購入時〉】ご購入時に直接ご負担いただく費用で、各ファンドの買付時１口あたりの基準価額（買付価額）に、所定の手数料率と約定口数を乗じて得た額。
【信託財産留保額〈ご換金時〉】ご換金時にご負担いただく費用で、換金時の基準価額に対して、所定の料率を乗じた額。ご換金の際には、ご換金時の基準価額から信託財産留保額を控除
した価額にて、換金代金が算出されます。
【運用管理費用（信託報酬）〈保有時〉】保有時に間接的にご負担いただく費用で、原則として、信託財産の純資産総額に対して、所定の料率を乗じた額。日々計算され、信託財産の中からご負
担いただきます。※投資信託にかかる費用は上記の他に、監査費用、売買委託手数料などがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）で必ずご確認下さい。
※各ファンドの手数料率や、その他詳細につきましては、各ファンドの最新の投資信託説明書（交付目論見書）等をご覧下さい。

投資信託に関する主な手数料等の概要

ご本人様確認書類（運転免許証、健康保険被保険者証など）
※個人番号カードご持参の場合は他の確認書類は不要です。

お手続きのご案内

当金庫にNISA口座の開設をお申込みいただきます。

同一の勘定設定期間においては、金融機関を変更することができます。
当金庫への変更をご希望の場合は、お問い合わせください。

※下記の「お手続きに必要な書類等」をご用意ください。
当金庫は所轄税務署に対しNISA口座開設が
可能か確認します。（NISA口座の重複開設防止のため）
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ご印鑑（当金庫の預金口座・投資信託取引口座のお届印）3
お客さまのマイナンバー（個人番号）を確認できる書類（通知カード、個人番号カードなど）4

NISA口座開設が可能な場合、税務署から
当金庫に「非課税適用確認書」が交付されます。

NISA口座を開設し、お客様にご連絡を
差し上げます。

基準日以降、
異なる市区町村間で転居

基準日以降、
同一の市区町村内で転居

当金庫に預金・投信口座をお持ちでない方当金庫に預金・投信口座をお持ちの方
預金口座及び投資信託口座開設が必要となります。
NISA口座開設とともにお申込みください。

税務署

●預金口座
●投資信託口座（特定口座、一般口座）

商号等：札幌信用金庫
登録金融機関：北海道財務局長（登金）第19号

NISAニーサ
少額投資非課税制度
さっしんで始めませんか？

NISAのご利用には
金融機関等への

お申込みが必要です。
ぜひ当金庫に
ご相談ください。

制度の詳細などについてご不明な点がございましたら、
当金庫本支店にお気軽にお問い合わせください。

※当金庫では株式投資信託のみが対象となります。上場株式のお取扱いはございません。

NISA（少額投資非課税制度）とは、平成26年1月より開始された
個人の方の中長期の資産運用を応援する制度です。

NISA口座（非課税口座）を利用すると、株式投資信託や上場株式
※

等の
分配金や売却時の値上がり益等にかかる税金が非課税になります。

ニーサ

〈非課税イメージ〉

〈投資信託の場合〉

購入時 分配金受取時

普通分配金が
非課税

値上がり益が
非課税

売却時

投資元本 投資元本

値上がり益
普通分配金 値上がり益

投資元本

価
額
上
昇

価
額
上
昇

普通分配金や売却時の値上がり益にかかる税金

一般口座・特定口座の場合

非課税
20.315％ 所得税15.315％

＋
住民税5％

NISA口座の場合

http: //www.sasshin.co.jp
ホームページ さっしん 検  索

（課税口座）

最低1，000円から、

毎月コツコツ購入すること
（定時定額買付）も
できるよ。

●口座開設にはお申込みから
　約２~３週間かかります。

●住民票などの証明書類は、
　発行日が申込日前６ヵ月以内
　のものをご用意ください。

健 康 保 険被保険者症 本人 （被保険者）

しんちゃん
平成０年０月０日平成０年０月０日

００123
００００００００氏名

生年月日
資格取得年月日

事務所所在地

保険者番号
保険者名称
保険者所在地

まるまるまるまる

まるまるまるまるまる市まる区まる町１ー２ー３−

記号

１２３４５６
番号

平成００年００月００日交付

性別 男

印

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

運
転
免
許
証

しんちゃん
平成０年０月０日

平成０年０月０日

平成０年０月０日

平成０年０月０日

免許の
条件等

番号

氏名

本籍

第　　

中型は中型車（８t）に限る

公安委員会
種　

類

まる市まる区まる町１ー２ー３−

平成００年００月００日

１２３４５６７８９０号

住所

交付

平成００年００月００日まで有効



NISA制度
って？

特に左記の点には
ご留意ください。

NISA口座を利用できる商品は何ですか？

　　株式投資信託や上場株式の他、ＥＴＦ（上場投資信託）、ＲＥＩＴ
（不動産投資信託）などに投資することができます。 
当金庫では、当金庫が取扱う投資信託のうち中期国債ファンドを
除く全ての投資信託が対象となります。

A
いくらまで投資できますか?

　　年間（1月～12月）で120万円までです（購入時手数料は含まず）。 
非課税期間は最長5年間で、非課税投資総額は、平成32年には
最大600万円（年間120万円×5年）になります。なお、分配金を
再投資する場合には、再投資された額も投資額に含まれます。

ＮＩＳＡ口座で定時定額買付は利用
できますか？

利用しなかった非課税投資枠は翌年以降
に繰り越しできますか？

　　できます。
当金庫が取り扱う株式投資信託全てが定時定額買付（毎月
1,000円以上、定期的に投信を購入する投資方法）をご利用い
ただけます。なお、既に課税口座（特定口座、一般口座）で定時
定額買付を行っているお客様が、既存の取引をＮＩＳＡ口座での
取引に切り換えることもできます。
※これまで積み立てた投資信託をＮＩＳＡ口座に移すことはできません。

A A　　できません。
たとえば、上限120万円に対して株式投資信託を5０万円購入し
た場合、残りの７０万円を翌年の投資金額に上乗せし上限190
万円とすることはできません。

非課税期間の途中で売却できますか?

　　いつでも売却できます。 
ただし、一度売却すると、その非課税投資枠の再利用はできませ
ん。たとえば、上限120万円に対して株式投資信託を80万円だ
け購入し、同一年内にすべて売却した場合でも、その年の非課
税枠の残りは40万円（120万円－80万円）のままとなります。 

A
A

NISA口座で保有している投資信託の
時価が120万円を超えた場合は
どうなりますか？

　　非課税投資枠の上限は時価ではなく投資額で計算しますの
で、時価が120万円を超えても投資額に対する非課税の措置は
維持されます。

ＮＩＳＡ口座で保有している投資信託で、
分配金を再投資するとどうなりますか?

A　　分配金は非課税で再投資されます。
ただし再投資は新規投資とみなされ、各年の非課税投資枠（１2０
万円まで）を利用しますので、ご注意下さい。なお、非課税投資
枠の上限を超える部分は、課税口座（特定口座、一般口座）での
再投資になります。

非課税期間5年を経過したらどうなるの
ですか?

　　非課税期間の5年経過後は、時価120万円を上限に、翌年
の非課税投資枠に移すことができます。 また、売却や、課税口座
（特定口座、一般口座）に移すこともできます。

A A

ＮＩＳＡ口座内で損失が生じた場合、
課税口座（特定口座、一般口座）との
損益通算や繰越控除はできますか?

　　できません。 
ＮＩＳＡ口座で生じた損失は税務上「なかったもの」とみなされますの
で、他の口座で生じた譲渡益や配当等との損益通算や損失の繰越
控除をすることはできません。なお、確定申告の必要もありません。

A

課税口座（特定口座、一般口座）で
保有している投資信託を
ＮＩＳＡ口座に移すことはできますか?

　　ＮＩＳＡ口座は新規投資のみが対象であり、現在お持ちの投
資信託を移すことはできません。
なお、課税口座でお持ちの投資信託を一旦売却し、新たにNISA
口座を利用して投資信託を購入することはできます。

A

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

平成
31年

平成
32年

平成
33年

平成
34年

平成
35年

平成
36年

平成
37年

平成
38年

平成
39年

勘定
設定期間

平成26年
から

平成29年

平成30年
から

平成33年

平成34年
から

平成35年
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平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

平成
31年

平成
32年

平成
33年

平成
34年

平成
35年

100万円 非課税期間 5年間

100万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

120万円 非課税期間 5年間

5年経過後、時価1２0万円を
上限に翌年の非課税投資枠に
移すことができます。

最大で5年分（600万円）を
非課税投資枠とすることができます。

※売却や、課税口座（特定口座、一般口座）
　への移管による継続保有も可能

毎年120万円まで
非課税枠を利用して
投資いただけます。
未使用枠は翌年以降に
繰り越すことはできません。

非課税期間は5年目の年末で終了します。

NISA制度のポイント

ご留意いただきたい点

NISAイメージ図

非課税投資枠は毎年１2０万円※まで
※購入時手数料含まず　※新規購入された投資信託等が対象となります。

NISA口座はおひとり様１口座
・同時に複数の金融機関に開設することはできません（金融機関を変更した場合を除く）。
・NISA口座を開設する金融機関は、１年毎に変更できます。

ポイント 1

非課税期間は投資を始めた年から最長５年間ポイント 2

非課税の対象となるのは、株式投資信託の場合、普通分配金と売却時の値上がり益ポイント 3

※中期国債ファンドを除く全てのファンドが対象となります。
当金庫のNISA口座で購入できるのは、当金庫が取り扱う株式投資信託※ポイント 4

※NISA口座を開設しようとする年の１月１日時点において満20歳以上の国内居住者等の方であれば開設できます。
NISA口座を開設できるのは、日本国内にお住まいの満２０歳※以上の方ポイント 5

留意点 1

NISA口座での損失は税務上なかったものとみなされます。
・特定口座や一般口座との損益通算及び繰越控除はできません。

留意点 4

一度売却すると、その非課税投資枠の再利用はできません。留意点 2

非課税投資枠の未使用枠を翌年以降に繰り越すことはできません。留意点 3

投資信託における分配金のうち、元本払戻金（特別分配金）は
そもそも非課税なので、NISAでは制度上のメリットを得られません。

留意点 5

非課税口座は平成35年まで
開設することができます。

Q ANISA に関する &

Q1 Q2

Q3 Q4

Q5 Q6

Q7 Q8

Q9 Q10

～非課税期間は最長５年間、平成２７年まで年間100万円、平成28年からは年間１２０万円を上限に投資可能～






